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は， 7J IJ表で公示されている。

3 共通乗車取扱手続

昭和 33 ・ 3 総裁達として，成文化されたもので， 主として旅客

運賃の清算方について規定している。内容は次のようである。

(1) 旅存運賃の収得 (2) 定期旅客運賃の収得 (3) 清算，

債務額の確定 (4) 債務衡の支払。Cf，守太 1荷量)

じどうし々せんないそうごはっち々くとなるしんぶん

し 自動車線内相互発着となる新聞紙 山間へきすう地に

おける新聞紙の配達は，従来 2 日分ないし 3 日分を取りまとめ

て，販売店から購読者に配達されていたが， 国鉄パスを利用し

てこの速達をはかりたいとの要請が，沿線住民から起こ っ てき

た。従来の制度では， すべて通常小荷物の扱いとなり 1 部当

り 1 箇月 400 円以上が購読者の負担 となるので，国鉄パスの公

共的性格から沿線住民の福祉の増進のために， 新聞紙の速達と

運賃の軽減をはかるため，昭和 35 ・ 4.1 から L 自動車線内相互発

着となる新聞紙の取扱方1 を総裁達によ っ て，次のように実施

した。

l 運滋の承認、

地方自動司1事務所長は， 販売店からの運送申込みに対して，

運輸卜の支障がなく，次の条件を具備する ものについて承認す

ることヵ:で?きる。

(1) L旅客及び荷物営業規則Jlの定める特別扱の承認を受けた

新聞紙であること 。

(2) 休干IJ 日を除き ， 毎日定期的に託送されるものであること。

(3) 1 個の重量が 4 kg をこえないものであること。

(~) 国鉄が指定した自動車便で運送するものであること。

(5) 着駅のl同事箇所に，荷送人が投かん設備をすること。

2 運賃の計算重量は 1 個ごとに 4kg とする。(u太 i ，'l !f()

じどうし々ターミナルほう 自動車ターミナル法 自

動車タ ー ミナルとは，旅客の乗降または貨物の積卸しのため，

道路， その他一般交通の用に供する場合以外の場所において，

路線 トラックま たは路線パスを同時に 2 両以上停儲させること

を目的として設置した総合発着施設であって，鉄道愉i基におけ

る停車場， 航空輸送における空港，海上輸送における港湾に相

当するものである。

自動単輸送は， L戸口から戸口まで1 という 自動車本来の輸送

の特性の発陣によって発展してきたため，他の輸送機関にみら

れるよ う な発着施設については，あまり考慮が払われていなか

っ t.:. ， ところがトラック輸送についてみれば， 需要の橋大と路

線化に伴し v 多数荷主の貨物を積み合わせて路線運行するトラ

ック輸iきが発展し，鉄道と同様，途中な らびに端末において積

卸しゃ荷さばきをする施設を必要とするよ うになった。これが

いわゆる トラックターミ ナルて、ある 。 また高速円動車道の絵備

とあいまって，路線 ト ラック翰送は遠距離， かつ，大量輸送と

なるので，これらの都市間輸送と都市内の集西日輸送の結節点と

してのトラックタ ー ミナルが必要不可欠となり，さらに，設近

の大都市における都心部の交通難， 特に ， 東京 ・ 大阪における

大型車交通規制は，路線トラック輸送需要の噌大に逆行するも

のであり ，これに対処するため，大都市外周部にト ラックタ

ミナノレを設置し，大型車の使用を可能にさせることにより，輸

送力の増強と都市交通混雑の緩和をはかる必要がある。

また， パ;A輸送は，その機動性から全国的に紺lかく輸iき網を

形成し， 国民生活に不可欠な足としての役割を果たしているが，

都市，特に大都市ではパスに対する需要が増大しているにもか

かわらず， パス輸送力の増強が限界に達しているという状態で

ある。多数のパフミ旅客需要の発生する鉄道駅 ・ 繁華街には，多

くの系統のパ スをひんぱんに運行させ，旅客を乗降させる必要

があるが， 駅前広場 ・ 街路 1 : てFは停車のための符量がないのみ

ならず，多くのバ y、が同時に多数の旅客を乗降させることは，

J般交通の流れを阻害し，また利!日者にとっても不便であるば

かりか，危険でさえある。そのため，道路外にパス専用のター

ミナノレを盤面白するこ とにより，パスの輸送;J]を舵保し，利用者

の安全とサー ピ y、をばかり ，道路交通の混雑を緩和することが

できるので，その較的はきわめて緊要である 。 さらに，道路教

備の進展に伴い，部，!i r; rJのパ ス輸送についても，パス ターミナ

ルは， 相互の都心を直結し，また都市問と都市内交通とを後続

させる ことにより， バ λ輪i去の機.fVJ i生，迅速性をい っそう発陣

させるものと して有効であり ，必要不可欠の施設である。

自動車ター ミナルには ， 1'1 !lì)JJ11運送事業者が n ら営む IÏ 動車

運送事業のために(史 JIJすることを目的として設ílL した専用自動

車ターミナノレと，他人の lヨ ill)JIIi運送事業の用に供するために設

位した一般(1動 111 ター ミ ナ ノレ とがあ る 。

自動車ター ミナノレ法 (11日和 34 年法律第 136 号)は， i'l匀�}JJ!I" 

ーミナノレ事業(一般 1'1 動車ターミナノレを自動車運送事業の用に

供える事業)の適jf.な運営および専用(1動車ターミ ナノレのがJ6在

な管理を確保する とともに， n動車ターミナノレの盤備を促進す

ることにより， 1'1 ifiJJI1I運送の健全な発達に寄守することを目的

として，次の事項を法規制している 。 臼動車タ ミナル 'Jç業に

ついては次のとおり 。

(1) 自動車 ターミナノレ ・作業を経科 しようとする者は，迎輸大

臣の免許を受けなければならない。 ただし，一般向動車ターミ

ナノレを無償で供用するものについては， このかぎりでなし 、。

(2) 一般自動車ター ミナノレの工事の施行等について7肝要の規

定を設け， その供Jf]を開始する前に運輸大臣の検在を受けなけ

ればな らない。

(3) 1'1;動車ター ミナル ' J r業者は，一般白動車ターミナノレの使

用料金 ・ 供用約款および利用規定を定めて運輸大臣の認可を受

けなければならない。

(4) 自動車タ ー ミナノレ事業おは， 一般 自動車ター ミナルにつ

いて，構造設備の維持義務，危険および混雑の防止義務，供則

義務等を負うものとする。

(5) 運輸大臣は，社会的経済的事情の変動により臼動車タ ー

ミナノレ事業の運営について， 公衆の利便の上哲進に著しい支隊が

あると認める ときは， 1'1 動車タ ー ミ ナノレ事業者に対して， その

一般自動車タ ー ミ ナノレの規模 もしくは構造または使用料金供用

約款もしくは利用規定の変更を命ずることができる 。

専用自動車ター ミナルについては次のとおり。

(1) 自動車運送事業者は，専用自動車ターミナノレを設位した

ときは，その名称 ・ 位低等を運輸大臣に届け出なければならな

し、

(2) 専用自動車ターミナルは，運輸大臣の検査を受けなけれ

ば， これを使用しではならない。

(3) 専用自動車タ ー ミナノレ脅設置した白動車運送・事業者は，

専用臼動車タ ーミナノレについて，構造設備の維持義務ならびに

危険および混雑の防止義務を負うもの主する 。

自動車ターミナノレの数は，昭和 39 ・ 11 現在一般自動車ター ミ

ナノレ 80 (トラック 71，バ兄 9) , 専用自動車ターミナノレ 1 ， 603

(トラック 1 ， 285，パス 318) 計 1 ， 683 であり，これらの大部分は

自動車ターミナノレ法胞行以前のもので，小規模のものが多く，

5 パー ス以下は， 79 ， 8 % を占めている現状である。(谷 口氏古)

じどうし々どうじぎょうほうこくきそく 自動車道事

業報告規則 道路運送法(1I11和 26 年法律第 183 号)第 126 条
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